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現在実施中の国営施設応急対策事業「宮川用水地区」にて、老朽化した施設の整備を行っています。



巻 頭 言

東海農政局木曽川水系土地改良調査管理事務所長
川中 正光

日頃より、関係者、関係機関の皆様には木曽川水系土地改良調査

管理事務所の業務への深い御理解と多大なる御協力を賜り、お礼を

申し上げます。

さて、近年の夏はひとの体温を超える記録的な気温が観測される

ことが茶飯事となる一方、短時間での集中豪雨とそれに伴う洪水、土砂災害等が全国各地で

発生しています。地球温暖化に伴う気候変動への対応は待ったなしの状況にあることは否定

できません。

昨年10月、我が国は、2050年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、

2050年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指すことを宣言し、その実現に向け

た取組の一つとして、再生可能エネルギーの最大限の導入を進めることを表明しました。水

力、バイオマス、太陽光等は、自然現象による循環機能により再生可能な非枯渇性のエネル

ギーであり、温室効果ガスを排出せず国内で生産できる特徴があります。

再生可能エネルギー源となる水、木質をはじめとするバイオマス、土地等といった地域資源

は、我が国においては国土の太宗を占める農山漁村に豊富に存在しており、地域の生業であ

る農林漁業に不可欠な資源として活用されてきたものです。

このような地域資源を活用した再生可能エネルギーの導入の取組は、農林漁業と共存し農林

漁業の活用力向上、農山漁村の活性化につなげていく観点が肝要と考えます。また、多くの

資源は地域に広く散在するため採算性や、景観・環境への配慮、電力系統への接続等につい

て、課題解決していく必要があります。

農業農村整備事業では以前から、土地改良施設の操作に必要な電力供給等を目的に「農業

用水を活用した小水力発電」の導入に取り組んできています。東海農政局管内においても、

既存の農業用ダムの放流設備や、幹線水路（開水路）を有効利用した小水力発電の導入が進

められ稼働しています。

また、本年３月に閣議決定された土地改良長期計画では、「土地改良施設の使用電力に対す

る農業水利施設を活用した小水力発電等再生可能エネルギーによる発電電力量の割合（目標

：約4割以上）」を重要業績指標の1つとして掲げております。

今後、身近にある農業水利施設を活用した小水力発電の関心は高くなってくるものと受け

止めております。

私ども木曽調（愛称）としては、既存の農業水利施設の本来の機能である、農地への農業

用水の安定供給の維持と継承に加え、小水力発電といった社会的なニーズに応えることも視

野に入れつつ、業務に邁進していきたいと思っていますので、引き続きよろしくお願いしま

す。
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 農林水産業のCO２ゼロエミッション化の実現

 低リスク農薬への転換、総合的な病害虫管理体系の確立・普及に加え、ネオニコチノイド

系を含む従来の殺虫剤に代わる新規農薬等の開発により化学農薬の使用量（リスク換算）を

50％低減

 輸入原料や化石燃料を原料とした化学肥料の使用量を30％低減

 耕地面積に占める有機農業の取組面積の割合を25％(100万ha)に拡大

 2030年までに食品製造業の労働生産性を最低3割向上

 2030年までに食品企業における持続可能性に配慮した輸入原材料調達の実現を目指す

 エリートツリー（優良種として登録された品種樹木）等を林業用苗木の9割以上に拡大

 ニホンウナギ、クロマグロ等の養殖において人工種苗比率100％を実現

「みどりの食料システム戦略」を策定しました
～食料・農林水産業の生産力向上と持続性の両立をイノベーションで実現～

食料・農林水産業は、自然災害や気候変動に伴う影響、生産者の減少などによる生産基盤
の脆弱化や農山漁村の地域コミュニティの衰退などの課題に直面しています。

また、SDGｓ（持続可能な開発目標）への対応や令和32（2050）年までのカーボンニ
ュートラルの実現に向けて、食料・農林水産業の分野においても貢献が求められています。
このような中、農林水産業や地域の将来も
見据えた持続可能な食料システムの構築が
急務となっております。このため、農林水
産省においては、5月12日「みどりの食料
システム戦略」 を策定し中長期的な観点か
ら、調達、生産、加工・流通、消費の各段
階の取組とカーボンニュートラルなどの環
境負荷軽減のイノベーションを推進してい
くこととしました。

2050年までに目指す姿

詳細は、農林水産省のWebサイトをご覧ください
https://www.maff.go.jp/j/kanbo/kankyo/seisaku/midori/index.html

期待される効果

持続的な産業基盤の構築

・輸入から国内生産への転換（肥料・飼料・原料調達）

・国産品の評価向上による輸出拡大

・新技術を活かした多様な働き方、生産者のすそ野の拡大

将来にわたり安心して暮らせる地球環境の継承

・環境と調和した食料・農林水産業

・化石燃料からの切替によるカーボンニュートラルへの貢献

・化学農薬・化学肥料の抑制によるコスト低減

国民の豊かな食生活、地域の雇用・所得増大

・生産者・消費者が連携した健康的な日本型食生活

・地域資源を活かした地域経済循環

・多様な人々が共生する地域社会

経済

社会

環境
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令和３年４月、新たに財産管理課を設置

地方農政局における管理業務の強化を図るため、土地改良調査管理事務所の管理業務体制

について組織体制の見直しが行われ、令和３年４月から財産管理課が新たに設置されること

となりました。（P.14組織図参照）

これにより国営事業（務）所で行っている財産管理業務の一部を分担することとなり、関

連して、これまで農政局水利整備課（管理調整係）が管理受託者に対して行っていた他目的

使用等の事前相談窓口（助言・指導）事務、他目的使用等の期間更新手続事務、道路等の占

用更新等協議手続事務についても土地改良調査管理事務所で行うこととなりました。

1.国営事業（務）所が行っている業務で財産管理課（財産調整係）に移管するもの

①事業成績書の調整に関すること。

②土地改良施設整理台帳（附属図面含む）の整備に関すること。

③土地改良施設台帳の作成（資産評価）に関すること。

2.農政局水利整備課（管理調整係）が行っている業務で財産管理課（財産調整係）に移管す

るもの

①他目的使用等に関すること。

1)管理受託者等への指導・助言(事前相談)

2)国営更新事業等の計画と他目的使用等期間の突合

3)申請書受付・審査（期間更新に限る）

4)行政文書の起案・決裁（期間更新に限る）

5)承認書等の送付（期間更新に限る）

6)他目的使用等整理表や一覧表等の作成・修正

7)更新時期を把握した上で行う期間更新や原状回復等の指導

②改築・追加工事等に関すること。（他目的使用等を伴うもの）

1)管理受託者等への指導・助言（技術的な審査を除く）

2)国営更新事業等の計画と他目的使用等期間の突合

3)他目的使用等整理表や一覧表等の作成表等の作成・修正

4)更新時期を把握した上で行う期間更新や原状回復等の指導

③道路・河川等の占用更新等協議手続に関すること。
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広域基盤整備計画調査「矢作川地域」

１．広域基盤整備計画調査の目的

我が国の食料生産力の確保を図る
ためには、食料生産基盤である基幹
的農業水利施設の持続的な整備を図
ることが重要です。

国が基幹的農業水利施設を計画的
かつ機動的に整備更新するための広
域基盤整備計画を策定するための調
査を実施します。

また、切れ目のない監視を行う
ことにより、必要最低限の補修・
更新による施設の長寿命化のため、
「広域基盤整備計画調査（監視の強化）」を実施します。

２．矢作川地域の調査実施

これまで矢作川地域においては、平成12～14年度、平成19～22年度に当該調査を実施
し、広域基盤整備計画書を策定・変更しています。しかし、現在実施している地区調査「矢
作川沿岸地区」及び「国営造成水利施設ストックマネジメント推進事業」の機能診断結果と、
平成22年度に変更した「長寿命化に配慮した更新整備計画」では施設の整備時期、機能診
断結果及び補修等の工事費に、劣化の進行具合の差や、経過による施工単価の変化等により
相違が生じている状況です。

このことから矢作川地域での当該調査を「監視の強化」として令和2～3年度に実施し、
計画の見直しを行う予定としています。

３．対象地域

４．令和３年度の調査内容

事業実施中地区と地区調査の状況及び令和２年度調査結果を踏まえ、「長寿命化に配慮し
た更新整備計画」の取りまとめを行う予定です。

監視の強化イメージ図

地域図

4


